
SC 初出店ショップリスト サービス利用規約 

 

この利用規約（以下「本規約」といいます。）は、株式会社リゾーム（以下「当社」といいます。）

が提供する、SC初出店ショップリストのデータ提供サービス（以下「本サービス」といいます。）

の利用条件を定めるものです。本サービスの利用者（以下「お客様」といいます。）は、当社が指

定する申込フォームを通じて本サービスを申込み、当社がこれを承諾した時点で、本規約に同意

したものとみなされます。 

 

第１条（本規約の適用及び変更） 

１．本規約は、当社が提供する本サービスの利用に関連して、当社とお客様との間の権利義務関

係を定めることを目的とします。 

２．本規約は、本サービスの利用に関する一般的な条件を定めるものであり、本規約と異なる条

件について当社と利用者との間で別途合意した場合には、当該合意内容が優先して適用され

るものとします。 

３．当社は、当社が適当と判断する合理的な方法により告知をした上で、お客様の承諾なしに、

本規約を変更することができるものとします。 

 

第２条（本サービスの内容） 

１．当社は、本サービスとして、商業施設に関する初出店ショップデータ等の情報（以下「本デー

タ」といいます。）を、Excel形式にてお客様に提供します。 

２．前項における「初出店ショップデータ」とは、当社が提供するサービス「SC GATE」上に新

たに登録されたショップに関する情報で、当社が独自に収集・整理したものをいい、実際の開

店時期と必ずしも一致するものではありません。なお、本データに含まれる情報の件数は、月

ごとの登録状況等により変動するものとします。 

３．本データの提供時期は、原則として、毎月月初に前月分のデータを納品する方法によるもの

とします。ただし、当該データに係る利用料金の支払いが当社により確認できない場合には、

当社は本データの提供を行わない、または提供時期を変更することができるものとします。 

 

第３条（利用形態及び契約期間） 

１． 本サービスの利用形態は、以下のいずれかとします。 

（１）ワンタイム利用： 

当社が指定する１ヶ月間に限り、本データの提供を受ける利用形態 

（２）サブスクリプション利用： 

契約期間中、毎月継続して本データの提供を受ける利用形態 

２．サブスクリプション利用については、サービス期間満了日の１ヶ月前までに、お客様が当社

所定の方法により、本サービスの利用を更新しない旨を通知し、かつ、当社所定の解約書を

提出しない限り、利用契約は期間満了日の翌日から同一条件にて自動的に更新されるものと

し、以後もまた同様とします。 

３．本サービスの契約期間その他の条件は、申込フォームまたは当社が別途提示する条件による



ものとします。 

 

第４条（お客様情報） 

１．お客様は、当社所定の方法に従いお客様ご自身に関する正確な情報を当社に提供するものと

します。当社は、取得したお客様情報（会社名、氏名、メールアドレスその他本サービスの

申込みまたは提供にあたり必要となる情報）を、本サービスの提供、利用者管理、利用料金

請求、連絡・案内対応、当社または当社が提供する他社のサービス・商品に関する案内（電

子メール等による情報提供を含みます）、その他これらに付随する目的の範囲内で利用し、当

社が定める個人情報保護方針に従い、適切に管理するものとします。 

２．お客様は、申込情報に変更が生じた場合、速やかに当社に通知するものとします。 

３．お客様が前項に従った通知を怠ったことによりお客様又は第三者に生じた損害について、当

社は一切責任を負わないものとします。 

 

第５条（利用料金及び支払い条件） 

１．お客様は、本サービスにおいて利用形態ごとに定める利用料金を当社に支払うものとします。

なお、利用料金にかかる消費税その他賦課される税金、支払いの振込に要する費用等はお客

様の負担とします。 

２．利用形態が「サブスクリプション利用」の場合、契約期間中の途中解約を行うことはできな

いものとし、当社が別途認めた場合を除き、支払済みの利用料金は返金されないものとしま

す。 

 

第６条（利用範囲及び禁止事項） 

１．お客様は、本データを自社内における分析・検討目的に限り利用できるものとします。 

２．お客様は、本サービスの利用にあたり、自らまたは第三者をして以下の行為を行ってはなり

ません。 

（１）本データの全部又は一部を第三者に開示、提供、販売、配布する行為 

（２）本データを複製、加工または改変し、個人を特定できる情報を生成する行為 

（３）本データを利用して、競合他社や第三者に不利益を与える行為 

（４）本データの内容を自己または第三者の商品・サービスに用いる等、本サービスの利用目的

を超えて利用する行為 

（５）本データの内容を利用し、特許権、著作権その他の知的財産権の出願または登録を行う行

為 

（６）本データの内容及び本サービスに関連し知り得た当社の秘密情報を故意又は過失を問わず

第三者に開示又は漏洩する行為 

（７）法令または公序良俗に違反する行為 

（８）当社又は第三者の知的財産権を侵害する行為 

（９）本サービスの運営を妨げる行為 

（１０）前各号に定める行為を助長する行為 

（１１）前各号に該当するおそれがあると当社が判断する行為 

２．当社は、お客様が前項各号に定める行為を行うおそれがあると判断した場合、適当な措置を



講じることができるものとします。 

３．本条第１項に定める禁止事項に関する規定は、本サービスの利用契約が終了した後において

も、その理由のいかんを問わず、なお有効に存続するものとします。 

 

第７条（知的財産権） 

１．本データ及び本サービスに関する著作権その他一切の知的財産権は、当社に帰属します。お

客様は、本規約に基づく利用権のみを有するものとします。 

 

第８条（当社の責任） 

１．当社は、本データの正確性、完全性、有用性、特定の目的への適合性等について保証をする

ものではありません。 

２．当社は、当社の責に帰すべき事由によって、お客様に直接かつ現実に発生した損害に限って

責任を負うものとします。また、当社の損害賠償責任は、対象となるサービスにおいて、お

客様が本サービスの利用料金として支払った金額の月額利用料金相当額を上限とし、それを

超える額については免責されるものとします。また、当社は、お客様に直接かつ現実に発生

した損害以外の損害（使用機会の逸失、その他の一切の間接損害、特別損害、付随損害、派

生損害、逸失利益を含みますが、これらには限定されません。）については、いかなる責任も

負いません。 

３．本データの内容に誤り、欠落その他不正確な点がある旨の指摘がお客様からあった場合、当

社は、当該内容を確認のうえ、合理的な範囲で、本データにおいて修正または補足説明を行

うものとします。なお、当該対応は、本データの正確性、完全性その他の内容について当社

が保証するものではありません。 

 

第９条（本サービスの廃止） 

１．当社は、次の各号のいずれかに該当する場合、本サービスの全部又は一部を廃止できるもの

とします。これに起因してお客様又は第三者に発生した損害について、当社は一切責任を負

わないものとします。 

（１）廃止日の２ヶ月前までにお客様に通知した場合 

（２）天災地変等不可抗力により本サービスを提供できない場合 

２．前項に基づき本サービスの全部又は一部を廃止する場合、当社は、既に支払われている利用

料金等のうち、廃止する本サービスについて未提供となる期間に対応する額を、月数に応じ

て算定し、お客様に返還するものとします。 

 

第１０条（通知） 

１．本規約の変更を含め、本サービスに関連するお客様への通知は、本サービスウェブサイトに

おける掲示又はお客様が登録した電子メールアドレスに宛てた電子メールの送信等、当社が適

切と判断する方法により行います。 

２．お客様が当社に提供した登録情報に誤りがあった場合、登録情報に変更が生じたにも関わら

ずお客様が変更手続を怠った場合、その他当社の責に帰さない事由で登録情報が真実と合致せ

ず、当社からお客様への通知が到達しない場合には、通常であれば到達すべき時に当社からの



通知がお客様に到達したものとみなします。 

３．お客様が、当社による通知を確認しなかったことにより不利益を被ったとしても、当社はお

客様に対し一切責任を負わないものとします。 

 

第１１条（反社会的勢力でないことの確認） 

１．お客様及び当社は、自らが反社会的勢力ではないこと、その主要な出資者及び役職員が反社

会的勢力でないこと、並びに反社会的勢力と知りながらそれを利用しないことを誓約します。

なお、反社会的勢力とは、暴力団及び暴力団関係企業等、暴力、威力と詐欺的手法を駆使し

て経済的利益を追求する集団又は個人をいいます。 

２．お客様及び当社は、前項に関し、相手方の行う調査に合理的な範囲で協力し、相手方から求

められた資料等を提出しなければならないものとします。また、前項に対する違反を発見し

た場合は、直ちに相手方にその事実を報告しなければならないものとします。 

３．お客様及び当社は、相手方が次の各号のいずれかに定める事由に該当する場合、相手方に対

する何らの催告なしに、直ちに利用契約を解除することができます。 

（１）本条第１項に違反した場合 

（２）自ら又は第三者を利用して、暴力的行為、詐術、強迫的言辞、業務妨害行為などの行為を

した場合 

４．本条により利用契約を解除した当事者は、相手方に損害が生じたとしても、これによる一切

の損害賠償責任を負わないことを確認します。 

５．本条により利用契約を解除した当事者は、これにより自らが蒙った損害の賠償請求を相手方

に行うことができます。 

 

第１２条（準拠法） 

１．本規約に関する準拠法は、日本法とします。 

 

第１３条（合意管轄） 

１．本サービスの利用に関して、お客様と当社との間に、訴訟の必要が生じた場合は、大阪地方

裁判所を第一審の専属管轄裁判所とします。 

 

第１４条（協議） 

１．利用契約等に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、信義誠実の原則に従い両者

協議し、円満に解決を図るものとします。 

 

 

改訂履歴 

２０２６年 １月 1５日 制定 


